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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会にお

いて決議しております。その概要は以下のとおりであります。

⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① 「企業理念」「経営理念」に基づき誠実に行動し、コンプライアンス重視の姿勢を周知徹底するため、

取締役及び使用人に対して、関連諸法令に関する教育の充実等に努める。

② 業務監査部門として社長直轄の内部監査室を設置し、内部統制システムの強化を行う。

⑵ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規

程等の社内規程に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役、会計監査人等が閲覧、謄写で

きる状態に管理する。

② 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の作成・保存・管理状況について

は、監査等委員会の監査を受ける。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 会社の損失の危険については、それぞれの担当部署において、予見されるリスクの分析と識別を行い、

必要に応じ、プロジェクトチームを設置し、当該リスクに関する規程・ガイドラインの制定、研修の実

施、マニュアルの作成・配布等を行う体制とする。

② 各担当部署長は、内在するリスクを把握・分析・評価した上で適切な対策を実施するとともに、その管

理状況を監督する。また、当該リスクの軽減に取り組む。

③ 内部監査室は内部監査規程に基づき、各部署のリスク管理の状況を監査し、その結果を定期的に社長に

報告する。

⑷ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、定

例の取締役会を原則として毎月一回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

② 投資に関する案件は、原則として投資委員会の審議を要するものとする。当該投資委員会は取締役（監

査等委員である取締役を除く。）及び担当部署長により構成され、常勤監査等委員の立会いのもと、必

要に応じて開催する。

⑸ 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 関係会社（子会社）の管理は、当社規程に従い、当社の管理部と、当該関係会社の日常管理を行う業務

管理部門とが連携・調整を図り、協力して行う。
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業務の適正を確保するための体制

② 関係会社には、必要に応じて取締役又は監査役として当社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）又は使用人を派遣し、当該関係会社の取締役の職務執行を監視・監督し、監査等委員会は、当該

会社の業務執行状況を監査する。

③ 各関係会社の事業運営については、各社の取締役より定期的に業務内容の報告を受け、重要案件につい

ては、事前協議を行うなど業務の適正を確保する。なお、各関係会社での投資案件等に関しては、原則

として当社投資委員会の審議を要するものとする。

⑹ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及

び当該使用人の独立性に関する事項

① 当社は、監査等委員会の要請がある場合には、監査等委員会の職務を補助する使用人を選任する。

② 当該使用人の人事等については、事前に監査等委員会の同意を得ることとする。

⑺ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監

査等委員会への報告に関する体制

① 監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務の執行状況を把握するため、取締役会その他の重要な会

議に出席するとともに、必要に応じて意見を述べることができる。

② 監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）が決裁する稟議書その他職務執行に関す

る重要書類を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に対して説

明を求め、または報告を受けることができる。

③ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）はその職務の執行状況や内部統制システムの構築及び運用

状況等について、監査等委員会に報告する。

④ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事

実、当社の目的外の行為その他法令若しくは定款に反する事実を発見したとき、または経営・業績に影

響を及ぼす重要な事項について決定したときは、直ちに監査等委員会に報告しなければならない。

⑤ 内部監査室は、内部監査の実施状況及びその結果を随時監査等委員会に報告するものとする。

⑻ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、当社が対処すべき課題、監査等委員会監査の環境

整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行い、相互認識と信頼関係を深めるように努め

る。

② 代表取締役は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が、監査等委員会監査の重要性

と有用性に対する認識及び理解を深めるよう促し、監査等委員の職務執行が実効的に行われるよう相互

に協力する。

③ 監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と定期的に会合を持つなど相互に連携し、監査方針や計

画、監査結果の報告を受け、監査等委員会監査の実効性確保を図るものとする。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、内部統制システムの整

備及び運用状況について継続的に確認し調査しており、取締役会にその内容を報告しております。また、確

認調査の結果判明した改善点につきましては、是正措置等を行い、より適切な内部統制システムの運用に努

めております。なお、当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は

下記のとおりであります。

⑴ コンプライアンスに関する取組み

① 内部監査部門である内部監査室は、当社グループの内部監査を毎年定期的に実施し、監査結果を担当役

員に報告しております。

② 取引先との関係において、社内規定に基づき、取引先が反社会的勢力でないことを確認したうえで取引

を開始するなど、反社会的勢力排除に対する取組みを実施しております。

⑵ リスク管理体制の強化

① 内部通報制度により、当社従業員等が法令、定款、社内規則に違反する行為又は違反するおそれがある

行為を発見した場合の報告、相談体制を構築し、運用しております。

② インサイダー取引防止のため、当社役職員が自社株式を売買する場合は、当社担当役員に事前申請し許

可を得た場合のみ売買できる体制を取っております。

⑶ 企業グループにおける業務の適正の確保

　　当社グループの管理につきましては、毎月の取締役会にて月次報告を行い、業績及び経営状況を報告し

ております。

⑷ 監査等委員会の監査体制

① 監査等委員会は、毎月及び臨時に開催しており、更に常勤監査等委員につきましては、その他社内会議

に出席して情報収集を行い、経営の監視を図っております。

② 当社は監査等委員の職務を補助する使用人を選任しております。当該補助使用人は業務部門を兼任して

おりますが、監査等委員職務の補助にあたっては、取締役からの独立性が確保されております。
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会社の新株予約権等に関する事項

決議年月日 2023年10月17日

新株予約権の数（個）※ 1,400,000　(注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※
普通株式　140,000,000

  (注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,120,000,000

新株予約権の行使期間※ （注）２

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価額及び資本組入額※

発行価額（注）３

資本組入額（注）４

新株予約権の行使の条件※
各本新株予約権の一部行使

はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
当社取締役会の承認を要す

るものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ 該当事項はなし。

会社の新株予約権等に関する事項
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に使用人等に対し交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等に関する重要な事項

　①第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

　　2023年11月２日に発行いたしました、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債につきましては、

　2024年10月７日に全額株式への転換が完了いたしました。

　②第11回新株予約権

※　新株予約権の発行時（2023年11月２日）における内容を記載しております。

(注）

１．新株予約権１個につき目的となる株式数は100株とする。

なお、当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場

合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない本新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数は切り捨てる。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

２．新株予約権を行使することができる期間は、2023年11月６日から2026年11月２日までとする。

なお、行使期間最終日が営業日でない場合はその前営業日を最終日とする。但し、以下の期間について

は、行使請求をすることができないものとする。
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会社の新株予約権等に関する事項

①　振替機関が本新株予約権の行使の停止が必要であると認めた日

②　組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要である場合であって、当社が、行使

請求を停止する期間(当該期間は１か月を超えないものとする。)　その他必要事項を当該期間の開

始日の１か月前までに本新株予約権の新株予約権者に通知した場合における当該期間

③　当社普通株式に係る株主確定日及びその前営業日（振替機関の休業日でない日をいう。）各年の

12月末日(同日を含む。) から翌年２月末日(同日を含む。) までの期間

３．本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求に係る各本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加え

た額を、「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

４．本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。) 、当該資本金等増加限度額から増加する資本

金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。
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責任限定契約の内容の概要

責任限定契約の内容の概要
　当社は、定款に業務執行取締役を除く取締役（以下、「非業務執行取締役」という。）の責任限定契約に

関する規定を設けており、当社と各非業務執行取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令の定める最低責任限度額としております。
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会計監査人の状況

金額（千円）

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23,000

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000

会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

城南監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対
する報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できませんので、上記報酬等の額にはこれらの合計額を記
載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう
かについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の

目的とすることといたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、改

善の見込みがないと判断した場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この

場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人

を解任した旨と解任理由を報告いたします。

⑷　当事業年度中に辞任した会計監査人に関する事項

該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年３月１日から
2025年２月28日まで )

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 2 4 年 ３ 月 １ 日
期 首 残 高

10,000 2,987,818 5,090,791 △524,304 7,564,305

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △145,456 △145,456

新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 )

299,999 299,999 599,999

減 資 △259,999 259,999 －

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4

自 己 株 式 の 消 却 △47 47 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

874,307 874,307

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

－

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

40,000 559,952 728,850 43 1,328,845

2 0 2 5 年 ２ 月 2 8 日
期 末 残 高

50,000 3,547,770 5,819,642 △524,260 8,893,151

新株予約権 純資産合計

2 0 2 4 年 ３ 月 １ 日
期 首 残 高

9,750 7,574,055

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △145,456

新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 )

599,999

減 資 －

自 己 株 式 の 取 得 △4

自 己 株 式 の 消 却 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

874,307

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

0 0

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

0 1,328,845

2 0 2 5 年 ２ 月 2 8 日
期 末 残 高

9,750 8,902,902

連結株主資本等変動計算書

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

 ・販売用不動産

 ・仕掛販売用不動産

 ・共同事業出資金

 ・その他棚卸資産

個別法

 ・貯蔵品 最終仕入原価法

連　結　注　記　表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　・連結子会社の数　　　　　 　６社

　・主要な連結子会社の名称　 　株式会社TTSエナジー

　詳細は「事業報告」の「１．企業集団の現況に関する事項

　（７）重要な親会社及び子会社の状況」に記載しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

ロ. 棚卸資産

　　原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。
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イ. 有形固定資産 建物及び構築物(建物附属設備を含む。）につきましては定額法、その他に

ついては定率法によっております。

ロ. 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績

率による貸倒見積高を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年

度の負担額を計上しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 重要な引当金の計上基準

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

・不動産事業

　不動産事業においては、自社グループ単独又は共同事業形式による、住宅（区分所有の集合住宅及び

戸建てを含む。）、オフィスビル、ホテル、商業施設、物流施設や宅地造成等の開発型不動産をはじめ

とした各種不動産への投資を行っております。自社グループ単独による当該事業は、顧客に財を引き渡

した時点で履行義務は充足されると考え、当該時点で収益を認識しております。なお、共同事業形式に

よる不動産投資に係る収益は、個別プロジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理

に準じて処理をしております。また、当該会計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェク

トにおける当社及び連結子会社の役割を考慮して、経済実態を適切に反映するよう判断しております。

・再生可能エネルギー関連投資事業

　再生可能エネルギー関連投資事業においては、自社グループ単独又は共同事業形式による、太陽光発

電所やバイオマス発電所等の再生可能エネルギー案件の不動産開発をはじめとした投資を行っておりま

す。自社グループ単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義務は充足されると考え、

当該時点で収益を認識しております。なお、共同事業形式による再生可能エネルギー関連投資に係る収

益は、個別プロジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしており

ます。また、当該会計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社及び連結

子会社の役割を考慮して、経済実態を適切に反映するよう判断しております。
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⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ. 繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

ロ. 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、発生年

度の期間費用としております。

ハ. グループ通算制度の適用

当社及び当社グループにおいては、グループ通算制度を適用しております。
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当連結会計年度

販売用不動産 451,659千円

仕掛販売用不動産 94,843千円

共同事業出資金 4,594,221千円

棚卸資産評価損（売上原価） 121,099千円

２．会計上の見積りに関する注記

(1) 連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

①金額の算出方法

当社グループの棚卸資産を構成する販売用不動産（買取再販業務における中古住宅等）、仕掛販売用不

動産(不動産事業における仕掛中の投資及び開発案件・買取再販業務における販売開始前の中古住宅等)、

共同事業出資金（共同事業パートナーと共に行う不動産事業及び再生可能エネルギー関連投資事業におけ

る仕掛中の投資及び開発案件等）については、正味売却価額で測定し、正味売却価額が帳簿価額を下回っ

た場合には帳簿価額との差額を棚卸資産評価損（売上原価）として認識しております。

正味売却価額は、事業開始時、資金投入時、販売開始時等に策定される事業計画に基づく販売価格及び

事業原価等に基づき、将来キャッシュ・フロー等も用いて算出しております。また、事業の進捗及び販売

状況に応じて正味売却価額の見直しを行っております。

②主要な仮定

正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、販売価格及び工事価格であり、算出にあたっては、過去の

販売実績、将来の市場の動向、近隣地域の需給バランス、材料費や労務費等の事業コスト動向を考慮した

事業計画により見積りを行っております。また、再生可能エネルギー関連投資事業においては、発電見込

み量等を利用した将来キャッシュ・フローの見積りを行っております。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

市況及び政策の変化等、前提とした環境等の変化により、正味売却価額が帳簿価額を下回った場合には

評価損や売却による損失が計上されることになり、将来の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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有形固定資産……………………………… 39,342千円

販売用不動産………………………………

仕掛販売用不動産…………………………

投資有価証券………………………………

98,317千円

65,043千円

40,000千円

上記に対応する債務

短期借入金………………………………… 151,900千円

当連結会計年度
期首株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式

普通株式 1,461,807,333 83,332,667 － 1,545,140,000

自己株式

普通株式 7,257,097 663 663 7,257,097

決議
株式の
種類

配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2024年４月18日
取 締 役 会

普通株式 145,456千円 0.1円 2024年２月29日 2024年５月９日

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 減価償却累計額

(2) 担保に供している資産

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額
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決議
株式の
種類

配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2025年４月10日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 153,790千円 0.1円 2025年２月28日 2025年５月８日

区分
当新株予約権

の内訳

当新株
予約権
の目的
となる
株式の
種類

新株予約権の目的となる株式数（株）
当連結会
計年度末
残 高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社

第１回無担保転
換社債型新株予
約権付社債

普通株式 83,332,667 － 83,332,667 － －

第11回
新株予約権

普通株式 140,000,000 － － 140,000,000 8,400

連結

子会社
－ － － － － － 1,350

合計 － 223,332,667 － 83,332,667 140,000,000 9,750

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

(3) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く｡）の目的となる株式

の種類及び数
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、流動性を重視し、短期的な預金等に限定しており、資金調達に

ついては、個別事業の状況に応じて金融機関等からの借入による方針であります。なお、現在、デリバテ

ィブ取引はありませんが、利用する際は、借入金の金利変動リスクを回避することを目的とし、投機的な

取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり市場価格の変動リスク等に晒されてお

ります。当該リスク等に関しては、定期的に有価証券の時価や発行体の財務状況を把握し、その保有方針

を見直すこととしております。

また、短期貸付金及び長期貸付金は、主に取引先に対する貸付であり、当該取引先の信用リスクに晒さ

れております。

転換社債型新株予約権付社債は、事業活動拡大への対応に係る資金調達であります。無利子で発行され

ており、金利の変動リスクには晒されておりません。

借入金は、主に事業用不動産等の取得資金に係る資金調達であり、開発・販売計画の遅延等による流動

性リスクを伴っておりますが、資金繰り管理を概ね日次で行い、当該リスクを管理しております。なお、

資金調達を行う際は、金利動向を十分に把握して、金利変動リスクを管理する方針であります。

その他、営業上の取引に係る未払金につきましては、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表

計上額
時価 差額

① 長期貸付金 31,148 － －

貸倒引当金（※２） △31,148 － －

資産計 － － －

① 長期借入金（１年内返済予定の長

期借入金を含む）
420,621 415,293 △5,327

負債計 420,621 415,293 △5,327

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 45,000

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年２月28日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※１）「現金及び預金」「短期貸付金」「短期借入金」「未払費用」「未払法人税等」及び「前受金」に

ついては、現金であること及び短期間で決済されるもののため、時価が帳簿価額に近似するもの

であることから、記載を省略しております。

（※２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※３）市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額
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時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定

の長期借入金を含む）
－ 415,293 － 415,293

負　債　計 － 415,293 － 415,293

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下の３つのレベルに分類し

ております。

　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

 該当する金融資産及び金融負債はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割引いて算出する方法によ

っており、レベル２の時価に分類しております。

６．賃貸等不動産に関する注記

該当事項はありません。
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報告セグメント

その他の事業 合計
不動産事業

再生可能エネルギー

関連投資事業

顧客との契約から

生じる収益
538,600 － 10,485 549,085

その他の収益（注） 4,523,242 19,784 － 4,543,026

外部顧客への売上高 5,061,843 19,784 10,485 5,092,112

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

契約負債（注） 65,500 67,216

７．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他の収益」は、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて売上計上した共同事業形

式による事業に係る収益であります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項（4）会計方針に関する事項 ④ 重要な収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）契約負債は、主に顧客との契約により受け取った前受金であり、契約負債は収益の認識に伴い取り

崩されるものであります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の

便法を適用し、記載を省略しております。
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連結注記表

(1) １株当たり純資産額 5円78銭

(2) １株当たり当期純利益 0円58銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 0円58銭

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとお

りです。

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益 874,307千円

普通株主に帰属しない金額 － 千円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 874,307千円

期中平均株式数 1,500,040,880株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数 3,157,725株

　（うち転換社債型新株予約権付社債） （3,157,725株）

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸借対照表

(2025年２月28日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 7,254,385 流 動 負 債 876,289

現 金 及 び 預 金 3,962,137 短 期 借 入 金 151,900

販 売 用 不 動 産 451,659 １年内返済予定の長期借入金 315,183

仕 掛 販 売 用 不 動 産 94,843 未 払 費 用 310,056

共 同 事 業 出 資 金 727,150 前 受 金 3,750

短 期 貸 付 金 360,000 未 払 法 人 税 等 1,936

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 414,696 そ の 他 93,462

そ の 他 1,246,175 固 定 負 債 105,438

貸 倒 引 当 金 △2,276 長 期 借 入 金 105,438

固 定 資 産 87,287 負 債 合 計 981,727

有 形 固 定 資 産 11,802 純 資 産 の 部

建 物 6,537 株 主 資 本 6,351,546

そ の 他 5,264 資 本 金 50,000

無 形 固 定 資 産 666 資 本 剰 余 金 3,547,770

そ の 他 666 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,547,770

投 資 そ の 他 の 資 産 74,819 利 益 剰 余 金 3,278,036

関 係 会 社 株 式 2,200 利 益 準 備 金 12,500

長 期 貸 付 金 31,148 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,265,536

長 期 未 収 入 金 65,647 繰 越 利 益 剰 余 金 3,265,536

そ の 他 72,619 自 己 株 式 △524,260

貸 倒 引 当 金 △96,796 新 株 予 約 権 8,400

純 資 産 合 計 6,359,946

資 産 合 計 7,341,673 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,341,673

貸　借　対　照　表

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

( 2024年３月１日から
2025年２月28日まで )

（単位：千円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 2,766,518

売 上 原 価 2,045,797

売 上 総 利 益 720,721

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 538,958

営 業 利 益 181,762

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 23,232

そ の 他 の 営 業 外 収 益 9,893 33,125

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,020

そ の 他 の 営 業 外 費 用 13,611 28,631

経 常 利 益 186,255

税 引 前 当 期 純 利 益 186,255

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △196,814

当 期 純 利 益 383,069

損　益　計　算　書

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2024年３月１日から
2025年２月28日まで )

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

期 首 残 高 10,000 － 2,987,818 2,987,818 12,500 3,027,923 3,040,423

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △145,456 △145,456

新 株 の 発 行

(新株予約権の行使 )
299,999 299,999 299,999

減 資 △259,999 259,999 259,999

資本準備金からその他資

本 剰 余 金 へ の 振 替
△299,999 299,999 －

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却 △47 △47

当 期 純 利 益 383,069 383,069

株主資本以外の項目の当

期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 40,000 － 559,952 559,952 － 237,613 237,613

期 末 残 高 50,000 － 3,547,770 3,547,770 12,500 3,265,536 3,278,036

株主資本
新株予約権 純 資 産 合 計

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

期 首 残 高 △524,304 5,513,937 8,400 5,522,337

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △145,456 △145,456

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使 )

599,999 599,999

減 資 － －

資本準備金からその他資
本 剰 余 金 へ の 振 替

－ －

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4 △4

自 己 株 式 の 消 却 47 － －

当 期 純 利 益 383,069 383,069

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

－ －

当 期 変 動 額 合 計 43 837,608 － 837,608

期 末 残 高 △524,260 6,351,546 8,400 6,359,946

（単位：千円）

　

株主資本等変動計算書

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

・市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取

引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。

・販売用不動産

　仕掛販売用不動産

　共同事業出資金

個別法

・貯蔵品 最終仕入原価法

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ. 子会社株式 ……………… 移動平均法による原価法

ロ. その他有価証券

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ……………… 建物(建物附属設備を含む。)については定額法、その他については定率法

によっております。

② 無形固定資産 ……………… 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実

績率による貸倒見積高を計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に債権の回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 ……………… 従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度

の負担額を計上しております。
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個別注記表

（4）重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

・不動産事業

　不動産事業においては、自社単独又は共同事業形式による、住宅（区分所有の集合住宅及び戸建てを

含む。）、オフィスビル、ホテル、商業施設、物流施設や宅地造成等の開発型不動産をはじめとした各

種不動産への投資を行っております。自社単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義

務は充足されると考え、当該時点で収益を認識しております。なお、共同事業形式による不動産投資に

係る収益は、個別プロジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をし

ております。また、当該会計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社の

役割を考慮して、経済実態を適切に反映するよう判断しております。

・再生可能エネルギー関連投資事業

　再生可能エネルギー関連投資事業においては、自社単独又は共同事業形式による、太陽光発電所やバ

イオマス発電所の再生可能エネルギー案件等の不動産開発をはじめとした投資を行っております。自社

グループ単独による当該事業は、顧客に財を引き渡した時点で履行義務は充足されると考え、当該時点

で収益を認識しております。なお、共同事業形式による再生可能エネルギー関連投資に係る収益は、個

別プロジェクトごとに、金融商品実務指針に定める組合等の会計処理に準じて処理をしております。ま

た、当該会計処理に基づく収益計上額については、個別のプロジェクトにおける当社の役割を考慮し

て、経済実態を適切に反映するよう判断しております。
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個別注記表

当事業年度

販売用不動産 451,659千円

仕掛販売用不動産 94,843千円

共同事業出資金 727,150千円

棚卸資産評価損（売上原価） 3,499千円

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費については、支出時に全額費用として処理しております。

② 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等については、発生事

業年度の期間費用としております。

③ グループ通算制度の適用

当社は、グループ通算制度を適用しております。

２．会計上の見積りに関する注記

(1) 計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積り内容に関する情報

「連結注記表　４．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。
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個別注記表

関係会社に対する短期金銭債権 1,152,889千円

関係会社に対する長期金銭債権 31,726千円

関係会社に対する短期金銭債務 40,032千円

有形固定資産 39,342千円

販売用不動産

仕掛販売用不動産

投資有価証券

98,317千円

65,043千円

40,000千円

上記に対応する債務

短期借入金 151,900千円

営業取引

　手数料収入 134,454千円

営業取引以外の取引高 15,768千円

普通株式 7,257,097株

３．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(注)　区分掲記したものを除く。

(2) 減価償却累計額

(3) 担保に供している資産

４．損益計算書に関する注記

  関係会社との取引高

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金及び貸倒引当金繰入超過額等であり、評価性引当額を全額計上し

ております。

また、繰延税金負債については、該当がありません。
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個別注記表

（単位：千円）

種類 会社の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社ＴＴＳ
エナジー

所有
直接100％

役員の兼任

資金の貸付
(注)１

638,000
関係会社
短期貸付金

414,506
資金の回収
(注)１

1,380,919

受取利息計上額
(注)１

15,764 未収収益 3,584

グループ通算制
度の適用に伴う
子会社負担金等

211,979 未収入金 984,233

経営指導料
の受取(注)２

101,727 － －

プロジェクト
経費等の立替

－ 関係会社立替金 69,000

（単位：千円）

種類
会社又は個人

の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社の
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を保有
している
会社等

株式会社ティー
ティーエス企画

－

当社子会社の
代表取締役が
保有する会社
（共同事業
パートナー）

資金の貸付
(注)

－

短期貸付金 360,000
資金の回収
(注)

－

受取利息
(注)

7,199 未収収益 19,140

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１.関連当事者に対する資金の貸付については、市場金利等を勘案して、合理的に利率を決定しております。

　　２.経営指導料については、経営の管理・指導等の対価として妥当性を勘案し、契約に基づき決定しております。

(2) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)関連当事者に対する資金の貸付については、市場金利等を勘案して、合理的に利率を決定しております。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 4円13銭

(2) １株当たり当期純利益 0円26銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 0円25銭

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

す。

１株当たり当期純利益

当期純利益 383,069千円

普通株主に帰属しない金額 － 千円

普通株式に係る当期純利益 383,069千円

期中平均株式数 1,500,040,880株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

普通株式増加数 3,157,725株

　（うち転換社債型新株予約権付社債） （3,157,725株）

８．収益認識に関する注記

(1) 収益を理解するための基礎となる情報
「１．重要な会計方針に係る事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」の記載と同一であるため、記載を省
略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   坂　口  洋　二

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   加　藤     尽

独立監査人の監査報告書
2025年４月16日

株式会社ランド
取締役会　御中

城南監査法人
東 京 都 渋 谷 区

　監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ランドの2024年３月１日から2025年２月28日ま

での第29期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその

附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該

計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における

職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう

な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必

要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明するこ

とにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等

に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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